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１ 本仕様書策定の目的と事業類型 

(1) 本仕様書策定の目的  

総務省では、効果的・効率的な ICT 利活用の促進し、全国各地域における公共的な分野に

関するサービスを総合的に向上させることを目的とし、地域 ICT 利活用広域連携事業を実施し

ております。 

地域 ICT 利活用広域連携事業は、実施する地域、事業を行う主体、利活用するシステムの

方式等様々な観点で実施されていますが、事業単体の成功はもとより、事業で得られた成果・知

見・ノウハウ等を他地域に展開・普及することによって、より多くの地域において課題解決に資す

るものと位置付けています。 

 

本仕様書（以下「本書」という。）は、「宅内センサーによる見守りと見守り支援ポータルシステ

ム」の普及促進に向けて、当該事業テーマに課題を抱えた自治体や NPO 等が、各地域でシス

テムを導入し課題解決を進めていく際の事前検討手順、システム調達における基本機能仕様、

各種技術への対応手順、参考となる体制（スキーム）や ICT 人材像及び導入・普及展開におけ

る諸課題の解決策等のモデルについて、複数の地域 ICT 利活用事業における成果・ノウハウを

取りまとめたものです。 

 

「宅内センサーによる見守りと見守り支援ポータルシステム」の導入にあたっては、地域の課題

特性を的確に把握・認識し、運営主体のみならず、見守り情報を活用する家族や保護者、地域

コミュニティ、社会福祉協議会等、消防等の関係者と協力体制を構築しつつ、継続的に事業が

成立するよう調整を行う必要があり、一朝一夕に導入できるものではありません。 

 

本書は、同様また類似の課題を抱える自治体、NPO 等が当該システムについて導入検討す

る際に参考となる以下の事項について整理しています。 

 

① 現状分析  

② 技術・方式類型  

③ システムに係る仕様  

④ 導入にあたり整備すべき体制、導入手順  

⑤ 必要人材の確保・育成  

⑥ 参照事例の成功要因や効果  

 

図 1 に示すそれぞれの活用方針（例）を参考に当該システム導入のガイドラインとしてお役立

てください。 
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それぞれの活用方針（例）

本事業における本書の位置づけ、当該事業テーマにおける
地域の現状課題やシステム化のポイント等、導入手順にお
ける事前準備や事前検討の参考となる章です。

本事業における本書の位置づけ、当該事業テーマにおける
地域の現状課題やシステム化のポイント等、導入手順にお
ける事前準備や事前検討の参考となる章です。

調達仕様に関する章です。システムに係る仕様の素案とし
て活用いただくことができます。

調達仕様に関する章です。システムに係る仕様の素案とし
て活用いただくことができます。

体制要件と導入手順、参考事例にて発生した課題や解決策
の例、ＩＣＴ人材確保等の方策について纏めた章です。事
業を進めるにあたってのヒントとして活用いただくことが
できます。

体制要件と導入手順、参考事例にて発生した課題や解決策
の例、ＩＣＴ人材確保等の方策について纏めた章です。事
業を進めるにあたってのヒントとして活用いただくことが
できます。

事例における概算費用や事例の効果等を参照することがで
きます。

事例における概算費用や事例の効果等を参照することがで
きます。

本書の構成

1章：情報通信技術及び人材に係る仕様書策定の目的と事業類型1章：情報通信技術及び人材に係る仕様書策定の目的と事業類型

2章：地域の現状課題、システム化のポイント2章：地域の現状課題、システム化のポイント

4章：システムに係る仕様4章：システムに係る仕様

5章：体制要件と導入手順において必要となるスキーム例5章：体制要件と導入手順において必要となるスキーム例

3章：システムの技術、方式類型3章：システムの技術、方式類型

6章：ICT人材の確保・育成6章：ICT人材の確保・育成

7章：本モデルの成功要因・課題の解決策7章：本モデルの成功要因・課題の解決策

8章：参考 本モデルの概算費用（事例参照）8章：参考 本モデルの概算費用（事例参照）

9章：参考 本モデルの効果（事例参照）9章：参考 本モデルの効果（事例参照）

10章：参考 その他資料*10章：参考 その他資料*

＊その他資料が存在する場合のみ掲載  
図  1 本仕様書の構成とそれぞれの活用方針（例） 

 

(2) 地域 ICT 利活用広域連携事業の事業類型について 

ア 事業類型  

地域 ICT 利活用広域連携事業においては、取り組まれている様々な事業内容を大きく 13

の分類（平成 23 年 3 月現在）に類型化しています。本事業類型は、今後評価対象となる事業

が増えた際には見直しを行う予定です。 

 

表  1 地域 ICT 利活用広域連携事業の事業類型（13 種） 

医療連携・遠隔支援  救命救急支援  健康維持・促進  

介護連携・業務改善  生活支援・自立支援  交通手段  

子育て支援  安心・安全・見守り 防犯情報共有  

防災情報共有  行政業務改善  教育支援  

就労支援    

 

イ 平成 22 年度仕様書作成対象について 

仕様書については、平成 22 年度に実施された「地域 ICT 利活用広域連携事業」の中から、

優れた点を有し、他地域での展開が見込めるいくつかの分類について、その分類毎に仕様書

を策定します。平成 22 年度は 11 の分類にて 14 種類の仕様書を策定し、本書は、そのうち

「防犯情報共有（児童見守りを含む。）」に係る仕様について取りまとめます。なお、本仕様書

は、あくまで平成 22 年度末の事業実施状況を踏まえてとりまとめたものであり、平成 23 年度

においては、各事業の進捗状況・発現効果・機能拡張状況を踏まえ、本仕様を更に改訂・補

充していく予定です。 
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２ 安心・安全・見守りにおける地域の現状課題・システム化のポイント 

近年、急速に過疎化・少子高齢化が進んでおり、高齢者・障がい者等社会的弱者を支援・見守

るべき家族や若者が、大都市に集中してしまう傾向が顕著に表れています。 

 
図  2 世帯構造別にみた 65 歳以上の者のいる世帯数の構成割合の年次推移  

（出所：厚生労働省「平成 21 年 国民生活基礎調査」平成 22 年） 

 

上記に示すとおり、平成 21 年には全世帯の 52.8％を高齢者単独世帯・夫婦のみの世帯が占

めている状況であり、急速に少子高齢化が進んでいる状況です。都市周辺部の自治体では、高齢

者単独世帯・夫婦のみの世帯の割合が増加し、三世代世帯が減少の一途（平成元年と比較する

と平成 21 年は 58％減）を辿っており、都市一極集中による過疎化が進展し、極端な高齢化となっ

ていることに加え、高齢者を見守るべき家族や若者が大きな都市に集中してしまっている状況とな

っています。 

また、多様な生活様式の変化に伴い、地方部においても人と人、家族と家族が互いに干渉しな

い風土が広がり、地域の絆的要素が失われ地域の連帯感が消えつつあります。このことによって

地域コミュニティが希薄化し、従前であれば地域コミュニティ内の声かけや気遣いにより機能してい

た「見守り活動」の低下によって、高齢者徘徊の事故や近隣在住高齢者の孤独死に隣家が気付

かない等の事案が多発している状況です。 

この事象を改善するために、相互に生活を干渉しない世帯単独ではなく、保護者、高齢者生活

支援施設、ケアマネジャー及び地域のボランティア等と連携した情報の共有に基づく社会的弱者

の見守り環境を早急に整え、人と人との絆を再生して皆が自立して安心できる環境、いざというと

きに相互補助ができる環境の整備が急務となっています。 
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３ 安心・安全・見守り分野の技術・方式類型 

安心・安全・見守り分野は大きく「見守り支援モデル」と「状態確認モデル」の 2 つのモデルに分

類・整理されます。 

評価軸Ⅰ 要支援者
（高齢者・障がい者・児童等社会的弱者の視点）

評価軸Ⅰ 要支援者
（高齢者・障がい者・児童等社会的弱者の視点）

評
価
軸
Ⅱ

支
援
者

（
家
族
・
保
護
者
・
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
等
の
視
点
）

評
価
軸
Ⅱ

支
援
者

（
家
族
・
保
護
者
・
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
等
の
視
点
）

指標
評価

見守り環境構築支援

状
態
確
認
支
援

見守り支援モデル
（見守り啓発や地域コミュニティ
による見守り環境醸成支援）

状態確認モデル
（タグやセンサー、携帯電話等
による要支援者の状態確認）

 

図  3 安心・安全・見守りにおけるモデル類型  
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(1) 見守り支援モデル（見守り啓発や地域コミュニティによる見守り環境醸成の支援） 

前述のとおり、社会的弱者の安心・安全・見守り環境や、ICT のみでは達成することができず、

地域コミュニティに委ねる部分が多くなっています。本モデルは、人と人の絆を再生さえるべく、地

域の福祉情報や見守り要員支援情報、ボランティアの募集、見守り要員＋ICT 人材育成のため

の e ラーニングコンテンツの提供等、地域コミュニティの再構築と見守り環境の醸成を目的とした

モデルです。 

【地域の課題】
★少子･高齢化★市街地化⇔過疎化
★地域コミュニティーの崩壊

熊本市・菊池市・・
≪ＩＣＴ推進協議会≫
【行政】･【社会福祉協議会】
【自治会組織】･【民生児童委員】
【地域包括支援センター】・
【福祉法人】･【医療法人】・
【ＮＰＯ法人】・・・
＜専門部会＞
（情報システム専門部会）
（福祉介護専門部会）
（運営普及専門部会）

情報集約⇒共有
⇒可視化

人材育成 ⇒ システム普及広報活動 ⇒ 人材交流

高齢者の見守りネットワーク

②見守り支援・管理システム

【管理センターＧＩＳ機能】
地理空間情報を活用した見守活動監視、
見守履歴（実績）管理、地域見守要員
（ボランティア）マッチング、一斉連絡、
見守り情報、ポータルサイト等の管理。

①地域見守りポータルサイト
（公開型／非公開型）
施設情報・地域福祉情報、
QA情報、見守要員支援情報、
地域見守要員（ボランティア）募集

③ユビキタス福祉連絡システム

地域見守要員 対象者

地域の見守

独居高齢者
システム（A）地域見守要員用

要支援・要介
護

システム（B）事業者用

介護サービス
関係者

対象者

介護サービス

サービス事業者用（既
存）＆要援護者管理シス

テム等

見守りモニタリ
ングシステム

（新規）

GPS付携帯電話

（スマートフォンなど）

ユビキタス見守り情報ネット（ひご優ネット）

専門者向け/一般向け

関係者
情報

福祉情報DB（改良）

ＩＴ育成
教材共

有

支援情
報

地域ネット
（情報タワー）※1 
地域情報化基盤システム
・地域団体ホームページ
作成
・地域マップ

【地域団体】
自治会
民生委員
社会福祉協議会
コミュニティセンター
老人会

・・・など
XML・SOAP

データの活用

XML・SOAP
データの活用

福祉空間データ・サービス機能
（新規）

地域支援分析
育児マップ
高齢者マップ
交通マップ
施設マップ
地域マップ

対象者

・・・など

見守履
歴

情報

福祉空
間データ

対象者
情報

串刺しによる総合的な分析

【地域の課題】
★少子･高齢化★市街地化⇔過疎化
★地域コミュニティーの崩壊

熊本市・菊池市・・
≪ＩＣＴ推進協議会≫
【行政】･【社会福祉協議会】
【自治会組織】･【民生児童委員】
【地域包括支援センター】・
【福祉法人】･【医療法人】・
【ＮＰＯ法人】・・・
＜専門部会＞
（情報システム専門部会）
（福祉介護専門部会）
（運営普及専門部会）

情報集約⇒共有
⇒可視化
情報集約⇒共有
⇒可視化

人材育成 ⇒ システム普及広報活動 ⇒ 人材交流

高齢者の見守りネットワーク

②見守り支援・管理システム

【管理センターＧＩＳ機能】
地理空間情報を活用した見守活動監視、
見守履歴（実績）管理、地域見守要員
（ボランティア）マッチング、一斉連絡、
見守り情報、ポータルサイト等の管理。

①地域見守りポータルサイト
（公開型／非公開型）
施設情報・地域福祉情報、
QA情報、見守要員支援情報、
地域見守要員（ボランティア）募集

③ユビキタス福祉連絡システム

地域見守要員 対象者

地域の見守

独居高齢者
システム（A）地域見守要員用

要支援・要介
護

システム（B）事業者用

介護サービス
関係者

対象者

介護サービス

サービス事業者用（既
存）＆要援護者管理シス

テム等

サービス事業者用（既
存）＆要援護者管理シス

テム等

見守りモニタリ
ングシステム

（新規）

GPS付携帯電話

（スマートフォンなど）

ユビキタス見守り情報ネット（ひご優ネット）

専門者向け/一般向け

関係者
情報

福祉情報DB（改良）

ＩＴ育成
教材共

有

支援情
報

地域ネット
（情報タワー）※1 
地域情報化基盤システム
・地域団体ホームページ
作成
・地域マップ

地域ネット
（情報タワー）※1 
地域情報化基盤システム
・地域団体ホームページ
作成
・地域マップ

【地域団体】
自治会
民生委員
社会福祉協議会
コミュニティセンター
老人会

・・・など
XML・SOAP

データの活用

XML・SOAP
データの活用

福祉空間データ・サービス機能
（新規）

地域支援分析
育児マップ
高齢者マップ
交通マップ
施設マップ
地域マップ

対象者

・・・など

見守履
歴

情報

福祉空
間データ

対象者
情報

串刺しによる総合的な分析

■ ①地域見守りポータルサイト
・福祉情報（専門者向け・一般向け）のDB集積と発信
・福祉ICT人材育成の為のeラーニングコンテンツ
・地域の福祉空間データをGISを利用して発信
・地域ネットとして既存システムとの連携
・見守り要員（ボランティア）の募集

（効果）地域団体（老人会、自治会、地域ボランティア、ワー
カー）の利活用でコミュニティの再構築

■ ②見守り支援・管理システム
・見守り活動の支援者と要支援者の情報管理
・見守り活動の確認と実績管理 ・見守り要員のマッチング
・一斉同報連絡、・ポータルサイトの管理
・ＧＩＳを活用した位置空間的な情報の管理と可視化
・地域の福祉空間データを整備構築し、電子国土Ｗｅｂを活
用

（効果）安心安全で緊急でも対応できる地域での介護、介助
サービス、レスパイトケアへの展開

■ ③ユビキタス福祉連絡システム
高齢者見守り情報伝達のための福祉ＳＮＳを構築
・地域見守り要員向け見守りシステム
・福祉サービス事業者（専門家）向け見守りシステム
・福祉空間データ・サービス機能
・GPSによる徘徊高齢者のモニタリング

（効果）地域弱者の見守り支援、介護・福祉・医療など関係
者間の情報共有

地域ＩＣＴ人材の活用・育成地域ＩＣＴ人材の活用・育成地域ＩＣＴ人材の活用・育成地域ＩＣＴ人材の活用・育成

 

図  4 モデル例 「地域のソーシャルキャピタル（地域力）を豊かにするユビキタス見守りネットワー

ク（ひご優ネットの構築）」 

（出所：特定非営利活動法人熊本まちづくり） 

 

(2) 状態確認モデル（タグやセンサー、携帯電話等による要支援者の状態確認支援） 

日常における生活の動線（様々な行動）の状態を確認し、遠隔にて家族や保護者、支援者に

通知するモデルです。RFID1タグや居宅内のセンサー、携帯電話等を用いて様々な場面におい

て確認を行うことを目的とします。見守り対象により確認拠点は異なりますが、居宅内のセンサ

ーは特に高齢者向けに、学校、学童施設等は児童向けといった特色があります。また、モデル例

で提示するように、交通機関（駅・バス停等）の交通系非接触 IC カードを用いるケースもありま

す。 

 

                                                  
1 RFID（Radio Frequency Identification） 電波による個体識別のこと。 
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「見守りタッチ」・情報通信システム構成図

公衆回線

■みまもりタッチ端末 （拡充部分 一部試験運用中）
①読取端末 児童の所持する「はやかけん」をタッチす

ることにより保護者に児童の登下校時刻がメール配信さ
れる。

②R/W端末 読取端末機能に加え、みまもりタッチシス

テムに「はやかけん」を新規登録する機能を持つ。

■みまもりタッチ管理サーバ（既存 試験運用中）
登録情報、メール配信機能、状態確認機能等を管理し配信する。
メール配信機能に加えて、保護者の電話等による問い合わせに対し、学校
側が利用者端末からWebにより状況確認が可能。

ＤＢサーバ

利用者
DB

登録Ｗｅｂ
サーバ

メールサーバ

み
ま
も
り
タ
ッ
チ
管
理
サ
ー
バ

ＤＢサーバ

利用者
DB

登録Ｗｅｂ
サーバ

メールサーバ

み
ま
も
り
タ
ッ
チ
管
理
サ
ー
バ

ＤＢサーバ

利用者
DB

登録Ｗｅｂ
サーバ

メールサーバ

ＤＢサーバ

利用者
DB

登録Ｗｅｂ
サーバ

メールサーバ

ＤＢサーバ

利用者
DB

ＤＢサーバ

利用者
DB

登録Ｗｅｂ
サーバ
登録Ｗｅｂ
サーバ

メールサーバメールサーバ

み
ま
も
り
タ
ッ
チ
管
理
サ
ー
バ

みまもりタッチ端末

読取端末読取端末

R/W端末R/W端末

利用者端末利用者端末

利用者携帯端末利用者携帯端末

 

図  5 モデル例 「見守りタッチ事業」 

（出所：福岡市） 
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４ 宅内センサーによる見守りと見守り支援ポータルシステムの仕様例 

これまで示したとおり、高齢者や障がい者、児童等の社会的弱者が安全・安心に暮らしていける

街を醸成するには、直接的な ICT による見守りのみならず、見守りを支援・サポートする地域コミュ

ニティが必要不可欠です。 

よって本書では、安心・安全・見守り環境を醸成するためには、“地域コミュニティの再生”と“世

帯構造の変化に対応した見守り環境の実現”が必要になると考え、特に高齢者を対象とした宅内

センサーによる見守りの実現と、地域コミュニティ再生を支援する見守り支援ポータルシステム（以

下、「本システム」という。）を組み合わせたモデルについて、それぞれの機能や導入手順等を説明

します。 

 

(1) 参照事例  

表  2 参照事例一覧  

地域  事業名称  事業主体名  

九州  地域のソーシャルキャピタル（地

域力）を豊かにするユビキタス見

守 りネットワーク（ひご優 ネット）

の構築事業  

特定非営利活動法人熊本まちづくり 

九州  京 築 広 域 圏 高 齢 者 あんしん提

供事業  

連携主体（上毛町、豊前市、築上町、吉富町） 

 

(2) 提供サービスの内容  

表  3 提供サービス一覧  

サービス対象者  提供サービス 

高齢者のみの世帯  「緊急通報サービス」 

・24 時間 365 日、病気や事故等の緊急事態に見舞われた際や、日常生

活において悩み事を相談したい場合等に通報を行えるサービス。 

 

高 齢 者 （ 見 守 り 対

象 ）の保 護 者 、家 族

等  

「見守りメールサービス」 

・宅内に設置された人感センサーにより、一定時間反応が無い場合に事

前に登録された保護者、家族、近親者等にメールにて安否確認を促すメ

ールが送信されるサービス。 

地域コミュニティ 「地域見守り支援ポータルサービス」 

・地域の見守り活動に関する情報提供や、e ラーニングを通じた ICT スキ

ル、福祉介護分野等に関する学習支援サービス。 
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見守りセンサー

緊急通知端末

利用対象者

見守りセンサー

緊急通報端末

利用対象者

消防本部
消防本部

緊急通報センター装置地図情報表示

連携

介護支援センター等
介護支援センター等

見守りサーバ

ＦＴＴＨ、ＡＤＳＬ、電話ネットワーク

見守りセンサー

緊急通報端末

利用対象者

遠隔地の家族等
遠隔地の家族等

社協・民生委員等
社協・民生委員等

⑤結果報告

③駆けつけ依頼

④緊急時の駆け付け

携帯 パソコン

①安否メール

緊急時の駆付け

②確認依頼

お知らせメール配信

緊急通報
携帯

相談通報

非常ボタン 非常ボタン
相談ボタン

見守りセンター

地域見守りポータル
地域見守りポータル

地域コミュニティを活性化させ、地域見守り力の向上を目指し、ICTスキルや見守り活動、福祉介護に関係する
事柄のeラーニングサービスを24時間365日提供

 
図  6 提供サービスの全体イメージ 

 

(3) 本システムを活用した実現内容  

ア 緊急通報システム 

宅内に設置した通報ボタン（非常・相談・外出）及び人感センサーから電話回線を通じて、

事故・病気当の緊急事態に陥ったとき、ボタンを押下することにより消防本部や支援センター

等に通報連絡が届き速やかな援助を受けることができるシステムです。（参照事例：京築広域

圏高齢者あんしん提供事業） 

 

イ 見守りメールシステム 

人感センサーにより一定時間センサー反応が無い場合、電話回線を通じて事前に登録さ

れた家族や近親者等に安否確認を促すメールを送信するシステムです。携帯電話や PC 等に

メールを送信し、一定時間動作が無い旨を通知します。（参照事例：京築広域圏高齢者あん

しん提供事業） 

 

ウ 地域見守り支援ポータルシステム 

地域コミュニティにおける見守り環境を醸成するためのシステムです。GIS 上に福祉情報や

見守りに関する情報を掲載するほか、地域見守りリーダーの育成、地域福祉の理解促進のた

めの e ラーニングコンテンツを 24 時間 365 日配信します。e ラーニングはオープンソースであ
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る「moodle（ムードル）」をベースに構築することを推奨します。（moodle の詳細については後

述します。）（参照事例：地域のソーシャルキャピタル（地域力）を豊かにするユビキタス見守り

ネットワーク（ひご優ネット）の構築事業） 

 

(4) システム要件  

参照事例を参考とした本システムの機能要件、非機能要件及びシステム構成（ハードウェア、

ソフトウェア、ネットワーク）を以下に示します。 

 

ア 想定規模  

本書で規定する仕様の利用者等想定規模は以下のとおりです。 

 

表  4 システム要件に対する想定規模  

規模要件  想定規模  

利用者規模  利用世帯数、センサー設置箇所数  約 1000 世帯  

ポータルサイトアクセス数  54,000 件／月  

メール処理件数  2,000 件  

緊急通報確認端末数  最大 20,000 台  

データ規模  e ラーニング受講者数  100 名／月  

 

イ 機能構成概要図  

機能構成の概要は以下のとおりです。 

消防本部司令台
宅内利用者（高齢者）

①緊急通報

支援センター等
②その他通報

保護者・家族・近親者等

緊急通報装置

人感センサー

セ
ン
タ
設
備

③メール通知

ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト

④普及啓発・
促進

 

図  7 宅内センサーによる見守りと見守り支援ポータルシステムの機能構成概要図  
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ウ 管理・運用体系（例） 

参照事例における管理・運用体系の構成を示します。本モデルは緊急通報の対応として消

防司令台直結の仕組みが要求されることから、連携団体として地域消防本部の参画が必須

となります。 

 

事業主体
（自治体やＮＰＯ）

事業主体
（自治体やＮＰＯ）

・事業全体の管理、運営

社会福祉協議会・福祉支援団体
（相談通報の対応先）

社会福祉協議会・福祉支援団体
（相談通報の対応先）

・相談通報の対応
・地域コミュニティ活性化に向けた支援

システム開発事業者
運用保守事業者

システム開発事業者
運用保守事業者

・システムの設計、開発
・システムの適正な運用・保守の実施

地域消防本部
（緊急通報の対応先）

地域消防本部
（緊急通報の対応先）

・緊急通報の対応
・救急自動車による駆けつけ等

地域コミュニティ地域コミュニティ

・見守り環境の醸成

 
図  8 管理・運用体系（例） 
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エ 機能構成図  

本システムの機能構成図を以下に示します。 

階層1 階層2 階層3

1.1 1.2 1.3 2.1 2.2 3.1 3.2

利用者管理 通報者管理 情報ポップアップ 利用者管理 通報者管理 送付先管理 メール送信

1 1.4 2 3

緊急通報 司令台連携 相談通報 見守りメール

1 2 3 4.1 4.2 4.3

緊急通報 相談通報 見守りメール アナログ回線接続
緊急・相談通報発

布
センサー接続

4 4 4.4

宅内センサーによ
る見守りと見守り

支援システム
端末設備 端末設備 ダイヤルアップ

5 4.5

見守りポータル 電池切れ検出

5.1 5.2 5.3

福祉情報提供 ポータル管理 センター管理

5 5.4

見守りポータル システム管理

5.7 5.6 5.5

eラーニング（管理
者用）

eラーニング（講師
用）

eラーニング（受講
者用）

機能構成図（ＤＭＭ） 業務名 宅内センサーによる見守りと見守り支援システム

 

図  9 宅内センサーによる見守りと見守り支援ポータルシステム 機能構成図  

 

オ 機能要件定義  

＜前提＞ 

本システムにおける基本機能要件は以下のとおりです。なお、機能要件については、「要

求」の欄を設けています。本システムは大きく“宅内からボタンによる通報”“人感センサーによ

る見守り”“見守り環境を醸成するポータルサイト”の 3 つのサブシステムより成り立ちます。よ

って、導入検討時にはこれらを鑑み必要機能の取捨選択を行うことが必要となります。本書で

は、機能要求の欄に「必須」「任意」という目安を記述することで、導入検討すべき機能がどの

ようなものか判別できるようにしています。また「選択」は導入の際にどのような設定にすべき

か「選択」する必要があるものを示しています。 
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表  5 宅内センサーによる見守りと見守り支援ポータルシステムにおける機能要件一覧  

(ア) 緊急通報  

機能要件（大項目・要件） 要求  

利用者管理  利用者の管理（登録・変更・削除）ができること。 必須  

通報者管理  通報者の管理（登録・変更・削除）ができること。 必須  

情 報 ポップア

ップ 

通報時、通報者の情報がポップアップされること。 必須  

司令台連携  既設消防司令台との情報連携（氏名、住所、電話番号）ができること。 必須  

既設消防司令台の地図情報がポップアップされること。 必須  

 

(イ) 相談通報  

機能要件（大項目・要件） 要求  

利用者管理  利用者の管理（登録・変更・削除）ができること。 必須  

通報者管理  通報者の管理（登録・変更・削除）ができること。 必須  

 

(ウ) 見守りメール 

機能要件（大項目・要件） 要求  

利用者管理  利用者一覧を表示及び管理（登録・変更・削除）ができること。 必須  

利用者情報を参照できること。 必須  

利用者検索ができること。 必須  

利用者情報の CSV 出力ができること。 任意  

メール送信  人感センサーの確認時間を任意に設定できること。 必須  

安否確認依頼メールの送信先が設定できること。 必須  

安否確認依頼メールの送信先が複数登録できること。 必須  

 

(エ) 端末設備  

項目  内容  要件  

設置場所  緊急通報システムセンター装置  設置：消防本部  必須  

センタのタイプ ■単独 □上位 □下位 □その他  選択  

コンピュータ名  ■dhns □ユーザー追加（  ） 選択  

IP アドレス IPv4 アドレスで設定すること。 必須  

確認端末範囲  利用者項番 NO1～20,000 必須  

運用時間  ■24 時間 □00：00～00：00 選択  
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項目  内容  要件  

受信（対応）通報  

□相談通報  

■緊急通報  

  ■緊急ボタン 

  ■ペンダント 無線型■有  

リスト型■無  

  ■手元緊急ボタン 

選択  
■自主通報  

  ■通信エラー 

  □初期／撤去通報  

  ■停電発生／復旧  

  ■電池切れ 

  □定時通報  

  ■手元ボタン不良／復旧  

  ■ペンダント不良／復旧  

  ■ペンダント電池切れ 

受信装置  

（通信処理装置）の有無  

□無  ■有（機種＝HNC-LC1） 
選択  

外部警報出力仕様  ■無  □有（仕様＝   ） 選択  

回線仕様  

受信装置  
□アナログ 回線数＝  

■ＩＳＤＮ   回線数＝2 
選択  

様態確認用電話機  

■無  

□アナログ 回線数＝  

□ＩＳＤＮ   回線数＝ 

選択  

連絡用電話機  

 

□無（予備品有） 

□アナログ   

□ＩＳＤＮ    

■ＰＢ 

選択  

HIMI ネットワーク 

■無  

□LAN 

□ＩＳＤＮ 

選択  

指令台連動  □無  ■有  選択  

地図 /見取図機能  ■無  □有  選択  

ネットワーク時刻同期設定  ■無  □有  選択  
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項目  内容  要件  

  通知周期＝2４〔単位：時間〕 

（ﾈｯﾄﾜｰｸ同期周期） 

  遅延許容分＝５〔単位：分〕 

  （ﾈｯﾄﾜｰｸ及び HNC-LC1 許容時間  

内線交換機設定  

■無 □有  

 発信コード＝ 

 ポーズコード＝ 

選択  

 

(オ) 見守り支援ポータル 

機能要件（大項目・要件） 要求  

福 祉 情 報 提

供  

重要なお知らせを表示できること。 必須  

地域福祉マップを表示できること。 必須  

相談窓口を表示できること。 必須  

イベントカレンダー一覧を表示できること。 任意  

社会福祉協議会、各自治体の福祉情報等を RSS2にて表示できること。 任意  

見守り Q&A が表示できること。 必須  

メールでの相談受付ができること。 必須  

ポータルサイト内検索ができること。 必須  

その他任意のコンテンツが表示できること。 必須  

ポータル管理  重要なお知らせを登録・変更・削除できること。 必須  

お知らせを登録・変更・削除できること。 必須  

イベントカレンダーを登録・変更・削除できること。 任意  

見守り Q&A を登録・変更・削除できること。 必須  

その他任意のコンテンツを登録・変更・削除できること。 必須  

トップテンプレートを登録・変更・削除できること。 必須  

センタ管理  ユーザグループを管理できること。 必須  

管理者ユーザを管理できること。 必須  

アクセス数を管理できること。 必須  

システム管理  サイト情報を登録・変更・削除できること。 必須  

e ラーニング ユーザ認証ができること。 必須  

パスワードリマインダが機能すること。 必須  

                                                  
2 RSS（RSS 1.0 では RDF Site Summary の略） ニュースやブログなど各種のウェブサイトの更新情報を簡単にまとめ、配

信するための幾つかの文書フォーマットの総称  
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機能要件（大項目・要件） 要求  

掲示板機能が提供できること。 任意  

アンケート回答機能が提供できること。 任意  

PDF、Flash で提供される教材閲覧ができること。 必須  

小テストが実施でき、回答を受け取れること。 任意  

課題を課すことができ、課題の提出を受領できること。 任意  

学習進捗状況が確認できること。 必須  

ユーザプロフィールが編集できること。 必須  

e ラーニング

（講師用） 

ユーザ認証ができること。 必須  

パスワードリマインダが機能すること。 必須  

掲示板機能が提供できること。 任意  

アンケート回答機能が提供できること。 任意  

小テストや課題の評価ができること。 任意  

担当する講座のバックアップができること。 必須  

バックアップした内容を復元できること。 必須  

講座内容をインポート（取り込み）できること。 必須  

講座を初期化できること。 必須  

受講状況の統計が取れること。 必須  

講座の編集ができること。 必須  

管理者用  ユーザ認証ができること。 必須  

パスワードリマインダが機能すること。 必須  

ユーザ管理ができること。 必須  

講座の管理ができること。 必須  

評定の管理ができること。 必須  

ロケーションの管理ができること。 必須  

言語設定ができること。 任意  

プラグインインストールができること。（moodle プラグイン） 必須  

moodle のデザインが編集できること。 必須  

統計情報を取得できること。 必須  

 

カ 業務フロー 

本システム導入時における、各関係者の業務の流れ（本システムの利用イメージ）は以下

のとおりです。 
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(ア) 緊急通報等発報・人感センサー発報  

①　緊急ボタン押下

②　通報発報

③　確認通話・通話受領

④　相談ボタン押下

⑤　通報発報

⑥　確認通話・通話受領

①センサー動作開始

②　メール送信

そのまま通話可能となるの
で、相談を承ります。

動作開始から時間カウント
を開始する。センサーの動
作間隔が8時間を越えた場
合、緊急通報装置はセンタ
に確認通報を行う。また8
時間以内の場合は、センタ
に「元気です」通知を行う。

センタは、各状況に基づ
き、「元気ですメール」「安
否確認依頼メール」を事前
に登録された保護者等に
メール送信する。なお、
メールを送信するタイミン
グは任意とする。

高齢者宅にて緊急ボタンを
押下します。

ボタンを押下すると自動で
ダイヤルアップし、消防本
部司令台に接続されます。
消防本部では通報者の情
報がポップアップされま
す。

※参照事例では8時間を周
期として設定している。8時間
以内にセンサー感知が無い
場合、センサー監視開始から
8時間後にメールを送信す
る。8時間以内にセンサーの
動作があった場合は、セン
サー監視開始から8時間後に
メールを送信する。

業務
プロセス

作成者1-1.　緊急通報等発報・人感センサー発報

そのまま通話可能となるの
で、状況を確認し出動しま
す。

備        考

業務フロー 業務分類
宅内センサーによる見守りと

見守り支援システム

業 務 手 続 手  続  内  容
処理
時期

高齢者宅にて相談ボタンを
押下します。

ボタンを押下すると自動で
ダイヤルアップし、支援セ
ンター等へ接続されます。

高齢者宅

緊急ボタン押下

支援センター 各システム

１

緊急通報等発報

消防本部

通報発報

２

確認通話
３

人感センサー発報

確認通話受領
３

自動ダイヤルアップ

相談ボタン押下
４

通報発報
５

確認通話
６

確認通話受領
６

自動ダイヤルアップ

入力端末等

利用者DB

入力端末等

利用者DB

センサー動作開始

１

経過時間

元気ですメール
送信

２

安否確認依頼メール
送信

２

 

図  10 緊急通報等発報・人感センサー発報の業務フロー 

 

キ インタフェース仕様  

(ア) 文字コード 

文字コード：unicode もしくは Shift-JIS（unicode が望ましい。） 

改行コード：CR+LF 

 

(イ) ファイル形式  

ファイル形式は、カンマ区切りの CSV ファイルとします。 

 

ク システム関連図  

本システムは宅内に設置される緊急通報装置（通報ボタン、人感センサーと通報装置）、緊

急通報センタ設備、見守りセンタ設備、支援施設設備及び見守り支援ポータルシステムが構

成となっています。また、緊急通報を実現する場合は、消防司令台システムとの連携が発生し

ます。 
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図  11 システム関連図  

 

ケ ネットワーク構成図  

参照事例を参考とした本システムにおけるネットワーク構成図は以下のとおりです。 

階層1 階層2 階層3

ネットワーク構成図 業務名 宅内センサーによる見守りと見守り支援システム

データセンタ等（消防本部内でも可能）消防本部

見守り家族・近親者・地域コミュニティ

PSTN
（加入者公
衆回線網）

高齢者宅

ボタン

人感
センサー

緊
急
通
報
装
置

FTTH

通信事業者
バックボーン接続

緊急通報
センタ設備

（通信処理装
置）

消防司令台システム

緊急通報
センタ設備

（通信処理装
置）

TA TA

データ処理装置

冗長化

接続用確認電話機

連絡用電話機

接続用確認電話機

連絡用電話機

VoIP GW

音声合成装置

複数回線

ONU

SW

Router

FW

見
守
り
セ
ン
タ

装
置
#
1

インターネッ
ト

見
守
り
セ
ン
タ

装
置
#
2

見
守
り
ポ
ー
タ
ル

サ
ー
バ
#
1

メールサーバ
（ホスティング）

携帯電話
（安否確認メール・存在
メール・見守りポータル）

PC
（安否確認メール・存在
メール・見守りポータル）

FTTH（VPN）

A市

ONU 管理端末

B町

ONU 管理端末

C町

ONU 管理端末

コンソール

見
守
り
ポ
ー
タ
ル

サ
ー
バ
#
2

 
図  12 ネットワーク構成図  
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コ ソフトウェア構成図  

特定非営利活動法人熊本まちづくり、連携主体（上毛町、豊前市、築上町、吉富町）の事

例を参考とした本システムにおけるソフトウェア構成図は以下のとおりです。導入例として、一

部、製品名等を例示しています。 

Windows XP PRO

データ処理装置
HNC-NP1

KS08B-0156-B003
(V03L10C03)

EXCEL2007

DATACLONING WIZARD 
V2.3

Windows Server 2008(32bit)

見守りポータルサーバ#1

IIS7.0

SQL Server 
2008R2

Windows Server 
2008(32bit)

見守りセンタ装置

SQL Server Express

Windows XP PRO

コンソール

Office2010

infomail

管理端末

Windows XP PRO

Office2010

PostgreSQL
8.2

PHP5.0
+

Mapserver

ADO.NET
2.0

ASP.NET
2.0

CentOS

見守りポータルサーバ#２

Moodle

MySQL

PHP

Apatch

awstats

メール送受信プログラム 見守り端末プログラム

 
図  13 ソフトウェア構成  
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サ ハードウェア構成図  

特定非営利活動法人熊本まちづくり、連携主体（上毛町、豊前市、築上町、吉富町）の事

例を参考とした本システムにおけるハードウェア構成図は以下のとおりです。 

(ア) 緊急通報  

 

図  14 緊急通報ハードウェア構成図  

(イ) 見守りメール 
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図  15 見守りメールハードウェア構成図  

(ウ) ハードウェア構成参考スペック 

４章 (4)サに示す構成図の参考スペックは以下のとおりです。導入例として、一部、製

品名等を例示しています。導入にあたり流用が可能なものについては、流用分を差し引

いた内容が必要機器となります。 

また、スペック算出の目安は４章 (4)アのとおりです。 

 

表  6 ハードウェア構成例（参考モデル） 

ハードウェア 性能・仕様（参考） 使用目的・使用場所  

データ処理装置  OS：WindowsXP Pro 

CPU：Intel  CoreTM2Duo プロセッサーE6400

（2.13GHz） 

メインメモリ： 

1GB(DDR2 SDRAM/PC2-6400)ECC 

内蔵 HDD：2．５インチ８０GB 

消費電力（最大消費電力）：約 112Ｗ（500W） 

電磁妨害波規格：VCCI Class B 

外形寸法（W×D×H）：425×437×180mm 

質量：約 17kg 

使用目的：通報処理  

使 用 場 所：消 防 本 部 通 信

指令室内等  
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ハードウェア 性能・仕様（参考） 使用目的・使用場所  

通信処理装置  

HNC-LC1 

アナログ公衆回線 IF：収容回線数：2ｃｈ 

電話機 IF：収容回線数：2ｃｈ 

（アナログ公衆回線単位に各 1 回線） 

Ethernet 回線 IF：10BASE-T/100BASE-TX 

4 ポート 

RS-232C IF：収容回線数：3 回線  

伝送速度：12００bps～9.6Ｋbps 

同期方式：歩調同期  

適合コネクタ：D-SUB９ピン雌  

接点出力：装置アラーム接点出力：1a 接点×1 

       接点出力         ：1a 接点×2 

入力電源：単相ＡＣ100Ｖ 50／60Ｈｚ 

消費電力：約 2５ＶＡ（23Ｗ）以下以下  

環境 温度：＋5～＋40℃ 

    湿度：2０～85％（結露なきこと） 

構造 寸法：約 210(W)×300(D)×70(H)ｍｍ 

        （突起物を除く） 

質量：約 3．0kg 

使用目的：通信処理  

使 用 場 所：消 防 本 部 通 信

指令室内等  

見 守 りセンタ装 置

#1 

＜仕様＞ 

OS：Windows Server 2008Std（32bit） 

CPU：インテル Xeon プロセッサ E5503 

メモリ：4GB 

HDD：146GB×2 

RAID：RAID1 

ドライブ：スーパーマルチドライブ 

ネットワーク：10/100/1000 

USB ポート：USB2.0 

使 用 目 的 ：利 用 者 の安 否

情 報 を集 約 し、利 用 者 の

家族等に安否情報を電子

メールにて通知する。 

使用場所：データセンタ等
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ハードウェア 性能・仕様（参考） 使用目的・使用場所  

見 守 りセンタ装 置

#2 

＜仕様＞ 

OS：Windows Server 2008Std 32 ビット 

CPU：インテル Xeon プロセッサ E5503 

メモリ：4GB 

HDD：146GB×2 

RAID：RAID1 

ドライブ：スーパーマルチドライブ 

ネットワーク：10/100/1000 

USB ポート：USB2.0 

使用目的：冗長サーバ。メ

インサーバ故 障 時 に利 用

する。通常時はデータベー

スのバックアップを行う。 

使用場所：データセンタ等

クライアント 

 

＜仕様＞ 

OS：Windows7 Professional 32 ビット 

CPU：Core i5 560M 2.66GHz 

メモリ：4GB 

HDD：160GB 

ドライブ：スーパーマルチドライブ 

ネットワーク：10/100/1000 

USB ポート：USB2.0 

使 用 目 的 ：ご利 用 者 情 報

の登録および管理。 

使用場所：データセンタ等

ルータ ＜仕様＞ 

ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ WAN: 10BASE-T/100BASE-TX×1

ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ LAN: 10BASE-T/100BASE-TX×4

スループット: 200Mbps 

ルーティングプロトコル: IPv4/IPv6 

PPPOE 機能 : マルチセッション数 5 

使用目的：見守りシステム

のネットワークを接続。 

使用場所：データセンタ等

ファイアウォール ＜仕様＞ 

固定インタフェース 

:10/100TX×7+ISDN BRI(S/T)×1 

FW パフォーマンス: 160Mbps 

3DES パフォーマンス: 40Mbps 

使用目的：見守りシステム

ネットワークの安全性を確

保する。 

使用場所：データセンタ等
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ハードウェア 性能・仕様（参考） 使用目的・使用場所  

ナ ン バ ー デ ィ ス プ

レイアダプタ 

 

＜仕様＞ 

接続回線：アナログ回線  

情報出力端子：USB 

電源：AC アダプタ 

使 用 目 的 ：着 信 番 号 の番

号情報を読み取る。 

使用場所：データセンタ等

音 声 自 動 応 答 装

置  

＜仕様＞ 

接続回線：アナログ回線  

収容回線数：3 回線  

外部マイク端子：Φ3.5 ミニジャック 

＜応答メッセージ＞ 

録音媒体：フラッシュメモリーカード 

録音方法：内蔵マイク、外部機器、リモート 

録音時間：30 分  

使 用 目 的 ：電 話 着 信 を自

動で受ける。 

使用場所：データセンタ等

FAX モデム ＜仕様＞ 

接続回線：アナログ回線  

接続方式：USB 接続  

電源：バスパワー方式  

使用目的：トラブル時に発

報する。 

使用場所：データセンタ等

パソコン切替器  ＜仕様＞ 

パソコン側： 

アナログ RGB 端子×4 

USB ポート×4 

コンソール側： 

アナログ RGB 端子×1 

USB ポート×2 

電源：AC アダプタ 

使 用 目 的 ：複 数 のサーバ

とキーボード、マウスおよ

び デ ィ ス プ レ イ を 接 続 す

る。 

使用場所：データセンタ等

ディスプレイ ＜仕様＞ 

17 型 TFT 液晶ディスプレイ 

解像度：1280×1024 SXGA 対応  

端子：アナログ RGB 端子  

使 用 目 的 ：サーバと接 続

する。 

使用場所：データセンタ等
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ハードウェア 性能・仕様（参考） 使用目的・使用場所  

キーボード ＜仕様＞ 

接続方式：USB 接続  

日本語 109 キーボード 

使 用 目 的 ：サーバと接 続

する。 

使用場所：データセンタ等

マウス ＜仕様＞ 

接続方式：USB 接続  

光学式  

使 用 目 的 ：サーバと接 続

する。 

使用場所：データセンタ等

USB ハブ ＜仕様＞ 

USB2.0 

ポート数：10 ポート 

電源：セルフパワー方式  

使用目的：複数の USB 機

器を接続する。 

使用場所：データセンタ等

見守り端末  ＜仕様＞ 

OS：Windows7 Professional 32 ビット 

CPU：Core i5 560M 2.66GHz 

メモリ：4GB 

HDD：160GB 

ドライブ：スーパーマルチドライブ 

ネットワーク：10/100/1000 

USB ポート：USB2.0 

使 用 目 的 ：ご利 用 者 情 報

の登 録 および管 理 。安 否

情報の閲覧。 

使 用 場 所 ： 事 業 主 体 ・ 連

携主体  

フ レ ッ ツ 専 用 イ ー

サネット VPN 装

置 1 

＜仕様＞ 

ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ WAN: 10/100M×1 

ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ LAN:10/100M ｵｰﾄﾈｺﾞｼｪｰｼｮﾝ×4 

LAN 側プロトコル: L3 プロトコル非依存  

WAN 側プロトコル: PPPoE,IPv4 

使用目的：見守りシステム

をつなぐネットワーク機器。

使 用 場 所 ： 事 業 主 体 ・ 連

携主体  
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ハードウェア 性能・仕様（参考） 使用目的・使用場所  

緊急通報装置  ＜仕様＞ 

適用回線 :一般電話回線  

通報機能 :通報宛先数 ９ 

通報方式 :データ通報（ALA 手順、SLB 手順）音

声通報、データ＋音声通報  

通報種別 :非常、ﾘﾓｰﾄｽｲｯﾁ、ﾜｲﾔﾚｽ送信機、ｾﾝｻ

1～４、電池切れ、相談、定時、生活周期異常、停

電 /復電、テスト通報、外出  

使 用 目 的 ：高 齢 者 等 の緊

急時や異常時の通報を行

い、安心を提供する 

使用場所：利用者宅  

人感知センサ ＜仕様＞ 

検出方式：焦電型赤外線センサ 

検出距離：５ｍ 

検出範囲：８2～100° 

電源：AC アダプタ 

使用目的：ひとの動きを検

出 す る と 、 接 点 情 報 を 出

力する。 

使用場所：利用者宅  

外出ボタン ＜仕様＞ 

接触方式：黄銅－黄銅 突合せ接触  

回路方式：常開型  

結線方式：巻締端子式  

使 用 目 的 ：外 出 時 に押 下

する。 

使用場所：利用者宅  

見守り支援 ポータ

ルサーバ#1、#2 

＜仕様＞ 

Xeon2.4GHz 

4GBRAM 

2TB HDD 

RAID10 

バックアップ用 HDD 1.5TB 

使用目的：ポータルサービ

スの提供  

使用場所：データセンタ等

 

シ 外部サービスの適用可能性  

メールサービスについては外部ホスティングを利用することで、設備とコストの圧縮を実現可

能です。またセキュリティ確保の関係上、消防司令台との連携が発生するため、メールサービ

ス以外の外部サービス適用の可能性は無いと考えます。 

 

ス クラウド化の可能性  

参 照 事 例 では、見 守 り支 援 ポータルサービスの福 祉 情 報 提 供 に関 して、XML による
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SOAP3通信連携を実現しており、汎用的なインタフェースであるため、ポータルサービスをクラ

ウド化し、様々な福祉情報の提供を実現することが可能です。（参照事例：地域のソーシャル

キャピタル（地域力）を豊かにするユビキタス見守りネットワーク（ひご優ネット）の構築事業） 

 

セ 本システムにおける技術仕様・データ仕様  

(ア) SCORM4への対応  

e ラーニングについては国際基準としてシステム及びコンテンツの標準化が進められて

おり、SCORM が事実上の世界標準規格となっています。今後汎用的に活用していくた

めには、これら規格への対応が必須です。（参照事例：地域のソーシャルキャピタル（地

域力）を豊かにするユビキタス見守りネットワーク（ひご優 ネットでは、SCORM 対 応の

OSS である moodle を採用しています。） 

 

(イ) 地理情報標準（JSGI）、地理情報標準プロファイル（JPGIS）への対応  

地理情報システム（GIS）においては ISO 規格を内包する JSGI、JPGIS への対応が

必須です。（参照事例：地域のソーシャルキャピタル（地域力）を豊かにするユビキタス見

守りネットワーク（ひご優ネットでは、これらに対応する PCMaping 及び国土交通省国土

地理院の電子国土 web を採用することで、今後の拡張性及び汎用性を確保していま

す。） 

 

ソ システム非機能要件  

参照事例を参考とした本システムの非機能要件を示します。非機能要件は 前提条件を踏

まえ、 信頼性要件、性能要件、使用性・効率性要件、セキュリティ要件、ハードウェア要件で

構成されます。 

 

(ア) 前提条件  

４(4)ア に記載する想定規模を前提条件とし、詳細を以下に示します。 

 

(イ) 信頼性要件  

本システムにて要求する信頼性要件は、以下のとおりとします。 

                                                  
3 SOAP（Simple Object Access Protcol） XML と HTTP などをベースとした、他のコンピュータにあるデータやサービスを

呼び出すためのプロトコル(通信規約 )のこと。 
4 米国の ADL（Advanced Distributed Learning）という標準化推進団体により定義・公開される e ラーニング共通化規格

のこと 
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a バックアップ 

表  7 バックアップに係る要件  

要素  要件  

バックアップ ・システム、アプリケーションのバックアップができること。 

リカバリポイント ・各バックアップデータにより、障害直前のデータを復旧できること。 

世代管理  ・バックアップデータは世代管理を行うこと。 

・システム等がインストールされていない別媒体へ保管すること。 

・ディザスタリカバリとしてサーバ設置場所とは異なる保管場所に保管できる

こと。 

 

b 冗長構成  

サーバ障害によるデータ消失・破壊のリスクを低減させるため、冗長構成にすることが望

ましいため、サーバ 2 重化、RAID 構成等による冗長化対応することとします。 

また、緊急通報は人命に直結するミッションクリティカルなシステムであるため、回線の冗

長化等を施しシステムダウンのリスクを低減化させる必要があります。 

 

(ウ) 性能要件  

参照事例を参考とした本システムの要求する性能要件は、以下のとおりです。 

＜緊急通報＞ 

 バックアップ機能として、データ処理装置が障害等でダウンした場合でも、本通信処

理装置に着信データを 500 件以上蓄積できること。 

 複数同時着信：緊急通報装置から複数同時の緊急通報着信が可能なこと。 

 様態確認電話機を備え、緊急通報装置（子機側）からの自動通話通報を受けたと

きは、様態確認電話機によって利用者と双方向に通話できること。 

＜見守りメール＞ 

 見守りメールを配信するタイミングは最後にセンサーが感知した時刻から、3 時間毎、

4 時間毎、6 時間毎、8 時間毎、12 時間毎、24 時間毎が任意に設定できること。（な

お参照事例においては、8 時間毎で設定した。） 

 見守りメールの配信先は、任意の 3 箇所までの携帯電話・パソコンに送信可能なこ

と。 

 見守りメールサーバは、緊急通報装置からの定時通報により、システム全体のチェ

ックを行うこと。異常が無ければシステムチェックメールを送信すること。以後 24 時

間毎にシステムのチェックを行い、異常が無ければシステムチェックメールを送信す

ること。 

 見守りメールサーバは、緊急通報装置からの定時通報により通報者の電話番号、
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個人データ等をディスプレイ上に表示するとともに、消防指令台に設置の「地図情

報表示システム」と連携させ、通報者の地図情報を表示させること。 

 

(エ) 使用性・効率性要件  

参照事例を参考とした本システムの要求する使用性・効率性要件は以下のとおりで

す。 

＜緊急通報＞ 

 緊急時は、「ボタン」ひとつで、予め登録された緊急通報先に通報ができること。 

 緊急 通報 端 末のボタンは肘や肩でも押すことができるよう大きく設計 されているこ

と。 

 夜間はボタンを点灯など、視認性の確保が行えること。 

＜見守りメール＞ 

 各市町に設置する管理用端末にて、自エリアの見守りメール加入者の情報確認、

及び利用者登録データの投入が可能なこと。 

 センサー感知の都度、発呼されないよう一定期間内の複数感知の場合は、緊急通

報装置につおいてセンターへの発信制限を行い、通信料の低減を考慮した仕組み

となっていること。 

＜見守り支援ポータル＞ 

 パソコンに不慣れな方が利用するため、簡易かつ効率的に処理が行えるよう配慮し

た画面構成、画面遷移、入出力操作方法であること。 

 

(オ) セキュリティ要件  

参照事例を参考とした本システムの要求するセキュリティ要件は以下のとおりです。な

お、利用者情報を取扱うため、情報資産の「機密性」、「完全性」及び「可用性」を維持す

るため、「技術的脅威」、「人的脅威」及び「物理的脅威」に対して、対策を講じることとし

ます。 

表  8 セキュリティ要件一覧  

要素  要件  

セキュリティポリシー ・委託者が指定するセキュリティポリシーを遵守すること。 
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要素  要件  

セキュリティ対策  ・Web サーバにおいて不要なモジュールは実装しないこと。 

・内外からの不正な接続及び侵入、情報資産の漏えい、改ざん、消去、

破壊、不正利用等を防止するための対策を講じること。 

・継続的にセキュリティが確保されるよう、PDCA サイクルを構築して管理

運用を行い、セキュリティレベルが低減することのないように取組むこと。 

・消防司令台システムはインターネット環境へ IP リーチアブルがないよう

にすること。 

権限管理  ・発信者番号通知に基づく主体認証を行うこと。（緊急通報、相談通報） 

・ID/パスワード等いより主体認証を行うこと。（見守り支援ポータル） 

・システムへのアクセス制御を行う機能を設けること。 

・アクセスを許可されたユーザに対しての権限管理を行う機能を設けるこ

と。 

ログ ・システムログ及びアプリケーションログを取得、保存、分析、報告する機

能を設けること。 

・取得したログの漏えい、改ざん、消去、破壊等を防止できる機能を設け

ること。 

暗号化  ・VPN、SSL 等による物理的アクセス先制限を施すこと。 

監視  ・セキュリティ機能の稼働状況を監視し、必要に応じて警告等を発する機

能を設けること。 

ウィルス対策  ・アンチウィルスソフトウェア等を活用して、ウィルスや不正プログラム対

策を実施すること。 

設計  ・サーバから端末に攻撃の糸口になり得る情報を送信しないように情報

システムを構築すること。 

 

(5) 開発要件について 

ア 開発要件と留意事項  

本仕様書に記載された各種要件に基づき、基本設計、詳細設計、運用・保守設計、開発を

実施します。また、本システムの稼働に適したハードウェアの仕様を確定し、開発したソフトウ

ェア及び必要なソフトウェア・ミドルウェアのインストール設定を行います。 

 

イ 設計・開発方法  

(ア) 設計・開発方針  

＜緊急通報・見守りメール＞ 

24 時間 365 日の運用を想定した設計方針とし、セキュリティの確保を前提として公衆
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電話回線網をベースとした設計方針とします。また司令台システムとの連携に際しては

パッケージ製品等を有効活用して開発コストを低減化し、品質を確保します。 

 

＜見守り支援ポータル＞ 

開発するシステムは、他システムとの連携を考慮し、オープン化（特定業者による技術

に偏向していないもの）された汎用的手法や製品・ソフトウェア等を用い、機能拡張の容

易性を確保します。参照事例においては、地域情報プラットフォームのアーキテクチャ標

準 仕 様 と 通 信 仕 様 に 対 応 す る と と も に 、 e ラ ー ニ ン グ で は moodle 、 GIS で は

PCMapping 及び電子国土 Web を採用し仕様化を行います。 

 

(イ) 設計・開発手法  

次の事項を満たす設計・開発手法に従って実施されることとします。 

 本システムの構築の各工程を網羅し、品質の確保とスケジュールの遵守を図ること

が可能な総合的な設計・開発手法であること。 

 

(ウ) 開発ソフトウェア 

本システムの構築を遂行するために必要となる開発ソフトウェアに関しては、受託者に

おいて準備（購入、開発等）することとします。  

 

(エ) 設計・開発環境  

受託者は、設計・開発の作業に必要な設備（サーバ、クライアント PC、各種端末、ネッ

トワーク構成、開発用ソフトウェア等）について、受託者において準備（購入、開発等）す

ることとします。開発環境は、受託者が開発作業を行う環境とし、受託者にて自社内等

に構築、維持管理することとします。本番環境は、委託者が指定する場所に構築を行い、

開発期間中は、受託者の負担にて維持管理することとします。 

 

(オ) 成果物要件  

本システムの設計・開発における成果物は、常に最新化することとし、変更の履歴管

理を行うこととします。 

スケジュールは以下に示す工程を単位の目安とし、原則次工程着手前に現工程の成

果物について作成・レビューを行い、承認を得るものとします。また、参考となる成果物は

以下のとおりです。（成果物の構成内容はあくまで参考であり、受託者との調整や開発

規模等に応じて調整を行うこととします。） 
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表  9 参考となる成果物一覧  

工程  成果物  レビュー 成果物の構成内容（例） 

基本計画  

プロジェクト計画書 ○ 

○ 目的  

○ スコープと最終成果物の定義  

○ プロジェクト体制  

○ 会議体の定義  

○ 各種プロジェクト規定（ルール） 

－進捗管理方法  

－課題管理方法  

－品質管理方法  

－情報資産取扱規定  

－会議開催規定  

－各ドキュメント標準規定  

－情報共有手段等  

  
○ スケジュール 

－全体スケジュール（WBS5）と役割分担  

システム基本設計

書（概要書） 
○ 

○ システム概要図  

○ 業務プロセス概要図  

詳細設計  

（ 外 部 設 計 ・ 内

部設計） 

システム仕様書  ○ 

○ システム概要  

○ システム要件  

－システム提供機能  

－画面一覧  

－システム帳票一覧、帳票レイアウト 

－コード及び番号体系  

－データベース要件  

－インタフェース要件  

○ カスタマイズ一覧、カスタマイズ要件  

○ 想定規模  

○ システム性能要件  

○ 安全性・信頼性要件  

○ セキュリティ要件  

○ システム構成要件  

－ハードウェア構成  

                                                  
5 WBS（Work Breakdown Structure）は、プロジェクトマネジメントで計画を立てる際に用いられる手法の一つで、プロジェク

ト全体を細かい作業に分割した構成図のこと 
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工程  成果物  レビュー 成果物の構成内容（例） 

－ソフトウェア構成  

－ネットワーク構成  

○ 運用要件  

－サービス提供時間  

－運用体制、役割分担  

－運用実施内容  

○ 研修要件  

テスト計画書  ○ 

○ 内部テスト計画（単体・結合） 

○ システムテスト計画  

－テスト方針  

－品質判定基準  

－テスト仕様策定方針  

－役割分担  

－実施スケジュール 

－テスト仕様  

 

詳細設計書  ○ 
○ プログラム仕様  

○ （カスタマイズ仕様） 

システムテスト 

（総合） 

シ ス テ ム テ ス ト 仕

様書兼報告書  
○ 

○ システムテスト仕様（テスト結果） 

○ 故障発生記録（システムテスト） 

 

システム環境  

構築  
構成管理ファイル ○ 

○ 機器等一覧（保証書、ライセンス証書含む） 

○ 機器等配置図  

○ 電源、配線系統図  

○ ネットワーク構成図及び IP アドレス一覧  

○ システム設定シート 

－セットアップ及び初期設定マニュアル 

－パラメータ設定  

システム稼動前  

運用マニュアル 

（ ハ ー ド ウ ェ ア 、 ソ

フトウェア、ネットワ

ーク） 

○ 

○ 製品に同梱されているマニュアル 

※マニュアル一覧とマニュアル類の写真を用意す

る。 

運用保守  

マニュアル 
○ 

○ 共通編  

－運用管理方針  
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工程  成果物  レビュー 成果物の構成内容（例） 

－システム運用体制  

－運用業務一覧  

○ 運用編  

○ 維持管理（保守）編  

※情報セキュリティ実施手順書を含む。 

システム操作説明

書  
○ ○ システム操作説明書  

システム及 びデー

タのバックアップ 
× 

○ 稼働時システム・バックアップ 

○ 稼働時データバックアップ 

システム研修  
研修計画書  ○ ○ 研修スケジュール、実施方法  

研修マニュアル ○ ○ システム研修マニュアル 

 

(カ) テスト要件  

各種テストを実施するに当たっては、適時適切なタイミングで、テスト実施体制と役割、

作業及びスケジュール、テスト環境、テスト方法、テストデータ等についての検討を実施し

た上で、工程別に必要となるテスト計画書、仕様書等を作成し、当該成果物に基づき適

切に実施することとします。テストの結果は、テスト結果を判断可能な形で報告することと

します。また、本システムでは、利用者宅内での工事が発生することから、回線オーダー

から工事調整、疎通試験に至る一連の流れについて工事事業者と調整を行い、段取り

を整えることとします。加えて高齢者宅内での工事が多くなることから、工事前連絡、工

事、説明にあたっては十分に時間を掛け行うこととし、工事完成後の工事写真を撮影し

て工事完了報告書を提示することとします。 

 

a テスト方法  

受託者は、各種テスト計画書等に基づいて、単体テスト、結合テスト、総合テスト、運

用テスト等を主体的に実施することとします。 

テストにおいて、エラー及び障害発生を確認した場合は、必要に応じて報告を行った

後、復旧作業を行うこととし、性能面での問題が発生した場合には、チューニングを施す

こととします。総合テストの実施は、実際の業務環境と同じ状態にてテストを実施すること

とします。また、テスト実施時は事前に各関係者の役割分担をテスト計画書にて明確化

し、総合テスト時に、委託者及び運用管理者に対して、運用業務の引継ぎを行うこととし

ます。加えて、運用管理者が確実に業務を遂行できるように、適正な引継ぎを実施する

こととします。運用テストにおいては、委託者と作業体制、履行場所等について協議の上、

本番と同様の環境で実施するものとします。 
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b テスト環境  

テスト環境は、システムリプレース、セキュリティパッチ適用時等の事前検証や、システ

ム稼動後の機能改修に利用する環境とし、必要に応じて準備することとします。また、準

備する場合、可能な限り本番環境と同等の構成にすることとします。なお、コスト等の関

係により本番環境と同等のテスト環境が準備できない場合、本番環境に実装されている

ミドルウェア、アプリケーションのセキュリティパッチ適用に係る動作検証が可能な環境の

み、確保することとします。 

 

c テストデータ 

各テストで使用するテストデータに関しては、受託者にてテストデータを準備することと

します。なお、実データが必要な場合には、別途委託者と協議することとします。 
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５ 体制要件と導入手順において参考となるスキーム例 

(1) 本モデル推進にあたっての体制について 

本モデルを実際に推進している事例に基づき、参考となる体制例を以下に示します。 

 

表  10 各フェーズにおける導入手順・検討事項と参考となる体制（例） 

フェーズ 導入手順  検討事項  

参考となる体制  

事
業
主
体6

、 
連
携
主
体 

自
治
体 

N
P

O
 

消
防
本
部 

社
会
福
祉
協
議
会
等 

大
学
等 

シ
ス
テ
ム
構
築
事
業
者 

事前検討  
協 議 会 立 ち

上げ 
導入検討に向けた協議会等を立ち

上げる。 
◎ ○ ○ ○ ○ △ ○  

要件定義  

シ ス テ ム 方

針検討  

課 題 の認 識 、解 決 の方 針 検 討 及

び他地域における事例調査に基づ

き、システム化方針の検討を行う。

◎ ○ ○ ○ ○ △ ○  

業 務 要 件 検

討  

課 題 解 決 のために必 要となる業 務

のあり方 を検 討 し、業 務 要 件 を整

理する。 
◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

機 能 要 件 検

討  

業 務 要 件 に基 づき、取 り扱 う情 報

や利 用 者 範 囲 ・規 模 、必 要 となる

機能要件を整理する。 
◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

情 報 提 供 招

請  
策 定 した要 件 のシステムに係 る概

算費用情報を取得する。 
◎ ○     ○  

運 用 要 件 検

討  
実際の業務フローや詳細な運用手

順、運用ルールを整理する。 
◎ ○ ○ ○ △ △ ○  

企画  

予算化  
情報提供招請に基づき得られた情

報等を参考に予算化する。 
◎ ○ ○ ○    

仕 様 書 策

定・調達  
調 達 に必 要 となる仕 様 書 を取 りま

とめ、調達を行う。 
◎ ○ ○ ○   △  

準備  

構 築 体 制 立

ち上げ 
構築体制を立ち上げる。 ◎ ○ ○ ○ △ △ ○ ○

シ ス テ ム 構

築・導入  
仕様書に基づき、システムを構築、

導入する。 
◎ ◎ ○ ○ ◎ △ ◎ ◎

運用  
運用準備  運用のために必要な準備を行う。 ◎ ◎ ○ ○ △ △ ○ ◎

運用開始  運用を開始する。 ◎ ◎ ○ ○ ◎ △ ○ ◎

凡例：◎・・・主体、 ○・・・副主体、 △・・・協力・サポート 

 

 
                                                  
6 なお、事業主 体が NPO の場 合、事業主体と NPO の双方の役割を担うこととする。同様に事業主体が自治体の場合、事

業主体と自治体の双方の役割を担うこととする。 
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(2) 各主体の主な役割  

ア 事業主体  

本システムの導入を推進する推進母体。課題を的確に認識し、解決に向けた牽引役を果

たします。全般的には自治体や NPO が推進母体となっているケースが多くなっています。

NPO が事業主体となる場合には、体制の中に地域の福祉を取りまとめる役割を担う自治体

の参画が必須です。 

 

イ 連携主体  

複数の自治体を対象にした広域連携事業であるため、連携主体として連携先自治体が構

成されています。 

 

ウ 自治体  

本取り組みでは、地域の福祉を取りまとめる自治体の役割は大きなものとなります。特に社

会福祉協議会や消防本部といった関係各所を精緻に取りまとめるためには、自治体主管課

の力添えが不可欠です。また、利用者の募集やサービスの周知・広報等、自治体が担う役割

は多く成功のために必要不可欠な存在です。 

 

エ NPO 

地域福祉や安心安全見守りコミュニティに関する NPO の参画は非常に有用です。地域の

細かな課題や要望を的確に把握し、事業を成功裏に導くためには、その地域で地道な活動に

より根ざしている NPO が有する知見、現場の声を最大限に反映する必要があります。展開地

域においてこのような NPO が存在する場合、参画を求めることは非常に有用です。 

 

オ 消防本部  

緊急通報への対応を行う必要があるため、消防本部の参画は必須です。利用者のモラル

如何によっては、消防・救急への過度な負担となるばかりか、他の消防・救急業務の妨げとな

るため、事業主体と消防本部が一体となり本サービスの意義や有意性を利用者に訴えるとと

もに一致団結してサービスを展開する必要があります。事業主体が NPO の場合は、自治体

をスキームに加えることで調整がスムーズに行くものと考えます。 

 

カ 社会福祉協議会等  

地域の福祉を担う社会福祉協議会等では、地域の喫緊の課題や生の声を認知しています。

これらの知見を最大限に活用することで、実態に則したサービスの提供が実現できると考えま

す。また社会福祉協議会が関与することによってサービスの信頼性が向上し、注目を得ること

にも繋がります。 
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キ 大学等  

汎用的技術や規格等への対応については、地域の大学等の協力を得ることで円滑に進む

ことが想定されます。参照事例（地域のソーシャルキャピタル（地域力）を豊かにするユビキタ

ス見守りネットワーク（ひご優ネット）においては moodle の活用等が進み、世界標準に準拠し

た e ラーニングシステムを構築していますが、事業主体や連携主体として標準化技術・規格等

への対応が可能な場合、体制として参画は必須ではありません。 

 

ク システム構築事業者  

本システムを構築する事業者です。特に本システムのネットワークは回線交換が主のネット

ワークとなっているため、通信事業者や電話工事に知見のある事業者を選定する必要があり

ます。一方、見守り支援ポータルは汎用的な技術を用いたウェブベースのシステムであり、責

任分界点が明確であるため、それぞれを得意分野とする事業者へ分割発注することも有用と

考えます。 
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(3) 各フェーズでの導入手順・検討事項（例） 

ア 事前検討  

運用準備企画要件定義事前検討

協議会
立ち上げ

システム方針
検討

業務要件
検討

機能要件
検討

情報提供
招請

予算化
仕様書策定

調達
構築体制
立ち上げ

システム構築
導入

運用準備 運用開始

 

(ア) 協議会の立ち上げ 

本システムの導入に向けては、まず協議会（検討母体）の立ち上げが必要です。協議

会という形式を取ることは必須ではありませんが、消防本部という特殊な組織の参画が

必要となるため、協議会形式を採用することで議論がスムーズに進行できる可能性があ

ります。参照事例においては自治体が主導して消防本部への積極的な参画を要請して

おり、事業主体のリーダーシップと関係各所を巻き込んだスキームづくりがサービス成功

の鍵を握ると考えます。 

 

イ 要件定義  

 運用準備企画要件定義事前検討

協議会
立ち上げ

システム方針
検討

業務要件
検討

機能要件
検討

情報提供
招請

予算化
仕様書策定

調達
構築体制
立ち上げ

システム構築
導入

運用準備 運用開始

運用準備企画要件定義事前検討

協議会
立ち上げ

システム方針
検討

業務要件
検討

機能要件
検討

情報提供
招請

予算化
仕様書策定

調達
構築体制
立ち上げ

システム構築
導入

運用準備 運用開始

 

(ア) システム方針検討・業務要件検討  

システムの要件定義にあたっては、広域連携が前提となる場合、各地域（自治体）に

おける課題等が異なる可能性があることから、まずシステムで解決すべき課題の共有を

行い、「本システム、サービスによってどのような課題を解決するか。」をイメージする必要

があります。その上で、複数の地域（自治体）が個別に定義するもの、共同で検討するも

のを仕分けし、整理を行うことでより具体的な検討を短時間で行うことが可能となります。 

 

(イ) 機能要件検討  

システム方針検討・業務要件検討にて、解決したい課題の内容、業務の内容が固ま

ったら、機能要件の検討を行います。システムに求める要件となるため、検討に参画して

いるメンバーには、サービス実現に必要となるシステムの機能イメージを持てる人材が必

要になります（詳細は６章を参照のこと。）。しかし、システム機能要件の整理自体は特別

な知識・ノウハウ等は必要なく、実現したい内容を大きな括りで整理します。その際、地

域（自治体）間で認識に齟齬がある場合は、その齟齬を調整し、参画組織全体で意識共

有することが重要です。特に本システムでは消防司令台システムとの連携が非常に重要

なポイントとなります。消防司令台システムは日々の消防・救急業務で使用するものであ



39 

り、本システムを連携することで、司令台システムの障害やバグを発生させることは許さ

れません。特に消防司令台システムとの連携、緊急通報の仕組みに対する運用中の確

認方法や誤報対応手段等を機能要件検討時から議論する必要があります。 

 

(ウ) 情報提供招請  

情報提供招請（RFI：Request for Information）は、（イ）で作成した機能要件を実

現するために、ハードウェア、ソフトウェア、インフラ整備及び設計・開発等一連のシステ

ム構築において、どの程度の費用を要するか、また実現不可能な機能要件は無いか等

を、複数のシステム構築事業者から情報を提供してもらい、確認・精査することです。参

照事例では実施されていませんが、作成した機能要件の実現度合とコストの関係性、最

新技術の動向等を確認することで、調達に必要となる要件定義の策定に向けたインプッ

ト情報となるばかりか、各事業者の技術力の確認等も行えるため、実施が望ましいプロ

セスです。 

 

ウ 企画  

 運用準備企画要件定義事前検討

協議会
立ち上げ

システム方針
検討

業務要件
検討

機能要件
検討

情報提供
招請

予算化
仕様書策定

調達
構築体制
立ち上げ

システム構築
導入

運用準備 運用開始

運用準備企画要件定義事前検討

協議会
立ち上げ

システム方針
検討

業務要件
検討

機能要件
検討

情報提供
招請

予算化
仕様書策定

調達
構築体制
立ち上げ

システム構築
導入

運用準備 運用開始

 

(ア) 予算化、仕様書策定・調達  

情報提供招請等により、システム実現に向けたコスト感が可視化された段階において、

事業主体が自治体の場合は予算化を行います。その他の場合においても投資計画に基

づき、予算計上を行います。また、調達に向けシステム調達に係る仕様書の策定を行い

ます。仕様書の策定については、システムの機能要件のみならず、非機能要件、運用要

件を明確にすることが必要です。また消防・救急業務との連携、責任分界点、宅内機器

設置に係る工事体制等も含めて要件化することが肝要です。 

 

エ 準備  

 運用準備企画要件定義事前検討

協議会
立ち上げ

システム方針
検討

業務要件
検討

機能要件
検討

情報提供
招請

予算化
仕様書策定

調達
構築体制
立ち上げ

システム構築
導入

運用準備 運用開始

運用準備企画要件定義事前検討

協議会
立ち上げ

システム方針
検討

業務要件
検討

機能要件
検討

情報提供
招請

予算化
仕様書策定

調達
構築体制
立ち上げ

システム構築
導入

運用準備 運用開始

 

(ア) 構築体制立ち上げ、システム構築・導入  

選定したシステム構築事業者等を含めた構築体制を立ち上げます。設計する要件が

多い場合には専門部会等を立ち上げ、それぞれのテーマに沿って円滑に協議ができるよ
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うな体制を構築します。特に緊急通報と見守り支援ポータルはその特色が異なるため、

分割発注を行う、またそれぞれに知見を有する構築事業者を選定する等の工夫が必要

です。 

e ラーニングのコンテンツ作成にあたっては、地域福祉における喫緊の課題や現場の

声を伺いつつ、最適なコンテンツを作成します。加えて高齢者が緊急通報を使うためのマ

ニュアル等もコンテンツとして準備すると効果が増幅すると考えます。 

 

オ 運用  

 運用準備企画要件定義事前検討

協議会
立ち上げ

システム方針
検討

業務要件
検討

機能要件
検討

情報提供
招請

予算化
仕様書策定

調達
構築体制
立ち上げ

システム構築
導入

運用準備 運用開始

運用準備企画要件定義事前検討

協議会
立ち上げ

システム方針
検討

業務要件
検討

機能要件
検討

情報提供
招請

予算化
仕様書策定

調達
構築体制
立ち上げ

システム構築
導入

運用準備 運用開始

 

(ア) 運用準備、運用開始  

本システムでは電話回線交換を主なネットワークとしており、回線工事に要するリード

タイムや回線設計を綿密に行う必要があります。またサービス利用者宅内の工事調整も

計画的にスケジューリングしながら工事日の事前周知や工事当日の立会い、工事内容

の説明等、サービス受給者が高齢者であることを意識した上で対応を検討する必要があ

ります。 
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６ ICT 人材の確保・育成 

(1) 本モデル導入にあたり必要とされる ICT 人材と調達先  

本モデル導入にあたり必要とされる ICT 人材の例は以下のとおりです。ここに示す内容はあく

まで参考となる例であり、事業主体や関係スキームが有する人材の状況、地域の ICT 人材状況

等により大きく変わるため、実行体制に見合った ICT 人材の確保が必要となります。 

 

表  11 必要となる人材像と参考となる調達パターン 

フェーズ ICT 人材が担う役割  必要となる人材像  

参考となる調達先  

事
業
主
体7

、 

連
携
主
体 

自
治
体 

N
P

O
 

消
防
本
部 

社
会
福
祉
協
議
会
等 

大
学
等 

シ
ス
テ
ム
構
築
事
業
者 

事前検討  
導 入 検 討 に向 けた協 議

会等を立ち上げる。 

・救 命 救 急 現 場 の従 事

経験者  
・情 報 技 術 全 般 の利 活

用 及 び 福 祉 介 護 分 野

の知 識 を有 し、トータル

マネジメント能 力 を有 す

る者  

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

要件定義  

課 題 の認 識 、解 決 の方

針 検 討 及 び他 地 域 にお

ける事例調査に基づき、

システム化 方 針 の 検 討

を行う。 

・情 報 技 術 全 般 の利 活

用 及 び 福 祉 介 護 分 野

の知 識 を有 し、トータル

マネジメント能 力 を有 す

る者  

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

課 題 解 決 のために必 要

となる業 務 のあり方 を検

討 し 、 業 務 要 件 を 整 理

する。 

・情 報 技 術 全 般 の利 活

用 及 び 福 祉 介 護 分 野

の知 識 を有 し、トータル

マネジメント能 力 を有 す

る者  

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

業務要件に基づき、取り

扱 う 情 報 や 利 用 者 範

囲 ・規 模 、必 要 となる機

能要件を整理する。 

・情 報 技 術 全 般 の利 活

用 及 び 福 祉 介 護 分 野

の知 識 を有 し、トータル

マネジメント能 力 を有 す

る者  

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

策定した要件のシステム

に係 る概 算 費 用 情 報 を

取得する。 

・情 報 技 術 全 般 の利 活

用 及 び 福 祉 介 護 分 野

の知 識 を有 し、トータル

マネジメント能 力 を有 す

る者  

○ ○     ○  

                                                  
7 なお、事業主 体が NPO の場 合、事業主体と NPO の双方の役割を担うこととする。同様に事業主体が自治体の場合、事

業主体と自治体の双方の役割を担うこととする。 
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フェーズ ICT 人材が担う役割  必要となる人材像  

参考となる調達先  

事
業
主
体7

、 

連
携
主
体 

自
治
体 

N
P

O
 

消
防
本
部 

社
会
福
祉
協
議
会
等 

大
学
等 

シ
ス
テ
ム
構
築
事
業
者 

実 際 の 業 務 フ ローや 詳

細 な運 用 手 順 、運 用 ル

ールを整理する。 

・情 報 技 術 全 般 の利 活

用 及 び 福 祉 介 護 分 野

の知 識 を有 し、トータル

マネジメント能 力 を有 す

る者  

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

企画  

情 報 提 供 招 請 に基 づき

得 られ た情 報 等 を参 考

に予算化する。 

・情 報 技 術 全 般 の利 活

用 及 び 福 祉 介 護 分 野

の知 識 を有 し、トータル

マネジメント能 力 を有 す

る者  

○ ○ ○ ○     

調 達 に 必 要 と な る 仕 様

書 を取 りまとめ、調 達 を

行う。 

・情 報 技 術 全 般 の利 活

用 及 び 福 祉 介 護 分 野

の知 識 を有 し、トータル

マネジメント能 力 を有 す

る者  

○ ○ ○ ○   ○  

準備  

構築体制を立ち上げる。 

・情 報 技 術 全 般 の利 活

用 及 び 福 祉 介 護 分 野

の知 識 を有 し、トータル

マネジメント能 力 を有 す

る者  

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

仕 様 書 に基 づき、システ

ムを構築、導入する。 

・情 報 技 術 全 般 の利 活

用 及 び 福 祉 介 護 分 野

の知 識 を有 し、トータル

マネジメント能 力 を有 す

る者  

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

運用  

運 用 のために必 要 な準

備を行う。 

・情 報 技 術 全 般 の利 活

用 及 び 福 祉 介 護 分 野

の知 識 を有 し、トータル

マネジメント能 力 を有 す

る者  

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

運用を開始する。 

・情 報 技 術 全 般 の利 活

用 及 び 福 祉 介 護 分 野

の知 識 を有 し、トータル

マネジメント能 力 を有 す

る者  

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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表  12 人材に必要となるスキルセットのパターン 
フェ

ーズ 
導入  
手順  

能力要件・スキルセット 参考資格  

事 前

検討  
協議会立ち上げ 

・救急救命に係る現場の知見  
・マネジメント能力  
・情報技術、福祉介護に係る知見  
・電話回線交換に係る知見  

・医師、看護師、救急救命士  
・医業経営コンサルタント 
・プロジェクトマネージャ 
・ネットワークスペシャリスト 
・情報セキュリティスペシャリスト

・IT サービスマネージャ 
・電気通信設備工事担任者  
（アナログ、光ファイバー） 

要 件

定義  

システム方針検討  

業務要件検討  

機能要件検討  

情報提供招請  

運用要件検討  

企画  

予算化  

仕様書策定・調達  

準備  

構築体制立ち上げ

シ ス テ ム 構 築 ・ 導

入  

運用  

運用準備  

運用開始  

 

(2) ICT 人材が不足している場合の育成方法  

ア 事業主体での養成・育成  

ICT 人材の育成には時間を要するため、事業主体で ICT 人材が不足している場合は他自

治体間での連携や通信事業者等の幅広い人材連携により確保する必要があります。特に電

気通信設備工事担任者は専門性が高いため、事業主体内での養成は難しいと考えます。 

 

イ 外部からの人材登用  

電話交換ネットワーク構築を委託業務として、電気通信設備工事を事業とする通信事業者

へ発注で、事業主体内で養成・育成が困難な電気通信関連の人材をスキームに巻き込むこ

とができます。IP 網と異なり音声の回線交換ネットワークは、通信事業者に一日の長がある

ため、委託先に ICT 人材を求めることは非常に有用です。 

 

(3) 運用フェーズにおける必要人材と継続的な運用に向けた体制の確立  

運用フェーズにおいては、利用者のモラル維持やさらなる拡大に向けた体制づくり等、事業
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主体内にマネジメントを継続して実施できる人材が求められます。ただし、消防司令台と連携

する緊急通報については、ビジネスモデル化（収益化）の側面より、公共サービスの側面が強

いため、事業化＝収益の発生に結びつく可能性は難しいと考えられます。よって、自治体単独

事業として継続的に運用できる体制の確立が必要です。 
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７ 本モデルの成功要因、課題の解決策 

(1) 参照事例に見る成功要因  

ア 消防本部との密な連携  

緊急通報は消防司令台との連携が必要不可欠なため、消防本部との密な連携は必須で

す。参照事例では事業参画の事業主体と連携主体が自治体であり、その自治体を管轄する

広域消防本部が参画したため、自治体と消防本部の結びつきが強く、円滑に事業を実施でき

たという背景があります。一方で市レベルの人口規模を有する自治体になると、消防本部は

独立して機能しているケースも少なくないため、早い段階からの調整と、消防本部と自治体間

を調整・コントロールできる人材の登用（消防吏員歴任者且つ管理者等）が成功の鍵となりま

す。これらの人材を登用し、事業の成功を果たすために、事業計画当初から消防本部を巻き

込んだ検討の実施や広域消防本部へ出向している自団体職員の確保等が有用です。（参照

事例：京築広域圏高齢者あんしん提供事業） 

 

イ 地域の福祉を支える各プレイヤーとの協力体制  

地域の福祉は社会福祉協議会、民生委員、自治会等、多くのプレイヤーに支えられていま

す。この各プレイヤーに対して協力を仰ぎ、一般住民の有意性や参加・活用について十分に

周知を行うことで、各プレイヤーに地域福祉を改善する ICT の伝道師となっていただき、草の

根的にアピールしていただくことが、非常に重要です。参照事例では、まずこれらのプレイヤー

に内容の説明を行った後に利用者啓発を行うことで、一般住民が利用する際の「安心感」を

増幅させることに成功しています。（参照事例：地域のソーシャルキャピタル（地域力）を豊かに

するユビキタス見守りネットワーク（ひご優ネット）の構築事業） 

 

(2) 参照事例に見る発生課題と課題の解決策  

ア 緊急通報・見守りメール等の常時状態確認に伴う利用料の発生  

緊急通報等は、ミッションクリティカルなサービスのため、システムや回線の冗長化に加え、

定期的に回線状況やシステム状況をチェックする必要があります。そのチェックの際にシステ

ムが自動的に発呼（電話を掛ける。）ため、必然的に通話料が加算され利用者に課されること

が課題です。特に旅行等で長期間不在にする場合でも、システムチェックが実行されてしまう

ため、細かい運用方法や対応方法で検討が必要となります。参照事例では長期不在時にお

いては電話回線を外すよう指導をして回避していますが、利用者が高齢者ゆえ、帰宅時に電

話回線を忘れずに差し込めるか、また不在前に回線を自身で外すことができるか等、根本的

な解決には至っていない状況です。（参照事例：京築広域圏高齢者あんしん提供事業） 
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(3) 参照事例に見る広域連携のメリット・デメリットや課題  

ア メリット 

広域連携の実現にあたってのメリットは、地域特性が異なる自治体間でシステム活用ニー

ズやケーススタディが共有でき、今後の協業体制も検討できるスキームを確立できたことがメ

リットとして挙げられています。また消防本部や事務組合等、広域圏での取り組みをベースに

して進めることで、傘下の自治体全てに有用なサービスが提供できるため、非常にメリットがあ

ると考えられます。（参照事例：地域のソーシャルキャピタル（地域力）を豊かにするユビキタス

見守りネットワーク（ひご優ネット）の構築事業、京築広域圏高齢者あんしん提供事業） 

 

イ デメリットや課題  

デメリットや課題は特にありませんが、協議会に参画する組織が多くなれば多くなるほど、

要件・要求が発散するので、一定の議論の上、収束に向けた仕分けをすることが肝要です。 

 

(4) 参照事例に見る広域連携でのコスト圧縮要素  

センターサーバ等の設備及びサービスサポートを行うコンタクトセンターを共用化することによっ

て、イニシャルコスト、ランニングコストが大幅に圧縮されています。（参照事例：京築広域圏高齢

者あんしん提供事業） 
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８  参考 本モデルの概算費用（事例参照） 

宅内センサーによる見守りと見守り支援ポータルシステム導入・運用に係る概算費用を以下に

示します。 

 

＜見守り支援ポータルシステム＞ 

導入費用（参考）導入費用（参考）

導入費用：約33,000千円 内訳：システム設計・構築費26,000千円 機器類等整備7,000千円

運用費用（年）：約3,000千円 内訳：システム運用保守費用等3,000千円

5年間のトータルコスト（導入費用＋5年間の運用費用） ：約48,000千円

 

図  16 本モデルの概算費用（導入＋5 年間の運用費：地域のソーシャルキャピタル（地域力）を豊

かにするユビキタス見守りネットワーク（ひご優ネット）の構築事業） 

（出所：事業実施団体からの回答資料に基づき作成） 

 

＜宅内センサーによる見守りシステム＞ 

導入費用（参考）導入費用（参考）

導入費用：約94,000千円 内訳：システム設計・構築費92,000千円 機器類等整備4,000千円

運用費用（年）：約14,000千円 内訳：システム運用保守、コールセンター費用等14,000千円

5年間のトータルコスト（導入費用＋5年間の運用費用） ：約164,000千円

 

図  17 本モデルの概算費用（導入＋5 年間の運用費：京築広域圏高齢者あんしん提供事業） 

（出所：事業実施団体からの回答資料に基づき作成） 
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９ 参考 本モデルの効果（事例参照） 

宅内センサーによる見守りと見守り支援ポータルシステムの導入効果を以下に示します。（本内

容は、地域 ICT 利活用広域連携事業における事例での結果です。） 

 

(1) 九州 地域のソーシャルキャピタル（地域力）を豊かにするユビキタス見守りネットワーク（ひ

ご優ネット）の構築事業（特定非営利活動法人熊本まちづくり）での効果検証結果  

導入効果（アウトカム）と導入規模（アウトプット）

60%60%の増加

※本効果は事業成果の抜粋であり、全ての効果を掲載しているわけではありません。
※本取り組みは平成23年2月にサービスを開始し、同年3月に効果を測定しています。

導入効果（アウトカム） 導入効果（アウトプット）

842人地域見守りポータル利用者数 842人地域見守りポータル利用者数

10講座eラーニングプログラム数 10講座eラーニングプログラム数

10回eラーニング講座表示数 10回eラーニング講座表示数

55人見守り隊参加者登録数 55人見守り隊参加者登録数

受講者理解度8080%%

受講前と比較し、

正答率60%60%増

：事業実施前 40％（5人中2人が現状でも安心と回答）
：平成23年3月 100％（5人中5人が安心と回答）

家族の主観的
安心度向上率

：事業実施前 40％（5人中2人が現状でも安心と回答）
：平成23年3月 100％（5人中5人が安心と回答）

家族の主観的
安心度向上率

前後前後

：平成23年3月取得
eラーニング受講者の

主観的理解度
：平成23年3月取得

eラーニング受講者の

主観的理解度
単独単独

単独単独
：受講前20％（5人中1名）

：受講後80％（5人中5名）

eラーニング受講者の

客観的理解度向上率

：受講前20％（5人中1名）

：受講後80％（5人中5名）

eラーニング受講者の

客観的理解度向上率

 
図  18 参照事例における導入効果（アウトカム）と導入規模（アウトプット）の実績  

（出所：事業実施団体からの回答資料に基づき作成） 

 

 


